
第１問 生徒Ｘ，生徒Ｙ，生徒Ｚの将来の夢の実現に向けた活動が，テレビ局の番
組で取り上げられた。次のメモは，番組の司会者Ｊが，生徒たちの夢と活動内容を
まとめたものである。これに関して，後の問い（問１～８）に答えよ。（配点 ２６）

Ｘさん ＊ ジャーナリストになりたい！

＊ 国民の政治参加に注目し，日本の国政選挙について調べた。

＊ 地元の国会議員にインタビューした。

Ｙさん ＊ CEO（最高経営責任者）になりたい！

＊ インターンシップに参加し，経済のグローバル化を学んだ。

＊ 外国為替レートの変動や，価格の変動要因について調べた。

Ｚさん ＊ 国連（国際連合）の職員になって，世界の平和に貢献したい！

＊ さまざまな平和をめざした思想について調べた。

＊ 国家を超えた統合をめざすEU（欧州連合）について調べた。

問 １ 生徒Ｘは，下線部について番組で説明した。現在の日本における政治参加
の制度に関する記述として最も適当なものを，次の�～�のうちから一つ選

べ。 １

� 憲法を改正するには，憲法改正案への賛否を問う国民投票において，その

過半数の賛成が必要となる。

� 地方裁判所や高等裁判所の裁判官の罷免の可否を問う国民審査の制度で

は，投票者の多数が罷免を可とするとき，その裁判官は罷免される。

� 特定の地方公共団体のみに適用される特別法を制定するには，当該地方公

共団体の住民投票で�分の�以上の多数による賛成が必要である。

� 地方自治法における直接請求権に関する手続では，首長の解職の請求は有

権者の�分の�以上の署名を集めて内閣に対し行うことになっている。
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問 ２ 続いて，生徒Ｘは，下線部について番組で説明した。次の図ａは第４４回

の，後の図ｂは第４５回の衆議院議員総選挙の結果をうけた衆議院議員の政党

別の当選人数である。図ａや図ｂの結果をもたらしたそれぞれの総選挙後の日

本政治に関する後の記述ア～ウのうち，正しいものはどれか。当てはまる記述

をすべて選び，その組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一

つ選べ。 ２
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図　a

自由民主党 民主党 公明党 日本共産党
社会民主党 国民新党 諸派・無所属

(当選人数)

0 100 200 300 400 500

図　b

民主党 自由民主党
みんなの党

公明党 日本共産党
社会民主党 国民新党 諸派・無所属

(当選人数)

（注） 当選人数が�人の政党は諸派に含めている。
（出所） 総務省Webページにより作成。

ア 図ａや図ｂの結果をもたらした衆議院議員総選挙後には，いずれも連立政

権が成立した。

イ 図ａの結果をもたらした衆議院議員総選挙後に，小泉純一郎内閣の下で郵

政民営化法が制定された。
もりひろ

ウ 図ｂの結果をもたらした衆議院議員総選挙後に，細川護熙内閣の下で衆議

院の選挙制度に小選挙区比例代表並立制が導入された。

� ア � イ � ウ

� アとイ � アとウ 	 イとウ � アとイとウ
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問 ３ 下線部に関連して，生徒Ｘは，２０２１年の常会（通常国会）に提出された法

案を調べて次の表を作成し，立法過程での国会議員や政党の役割などについて

司会者Ｊと話し合っている。後の会話文中の空欄 ウ には，後の記述ａか

ｂのいずれかが当てはまる。表中の空欄 ア ・ イ に当てはまる語句

と空欄 ウ に当てはまる記述との組合せとして最も適当なものを，後の

�～�のうちから一つ選べ。 ３

ア 提出法案 イ 提出法案

提出件数 成立件数 提出件数 成立件数

６３ ６１ ８２ ２１

（出所） 内閣法制局Webページにより作成。

Ｘ：表のような結果が生じるのは，議院内閣制であることと関連するとの見方

もあるんですよね。

Ｊ：日本では，内閣提出法案は国会提出前に閣議決定されますし，さらに，閣

議決定の前に与党が法案の内容について審査し了承する手続も慣例化して

いますね。

Ｘ： ウ との指摘があります。このことを踏まえると，与党議員は閣議決

定の前段階で法案の内容に影響力を行使しやすくなるし，与党議員の賛成

で法案は成立しやすくなると考えられます。政党における政策決定過程が

国会での法案の審議や成立を左右する面もあるようです。

ウ に当てはまる記述

ａ 党首討論の導入で国会が議論の場として機能することをめざしている

ｂ 与党審査と党議拘束がセットで機能している

� ア―内閣 イ―議員 ウ―ａ � ア―内閣 イ―議員 ウ―ｂ

� ア―議員 イ―内閣 ウ―ａ � ア―議員 イ―内閣 ウ―ｂ
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問 ４ 生徒Ｙは，下線部に関して学習したことを番組で紹介するために，次の原

稿を作成した。原稿中の空欄 ア ～ ウ に当てはまる語句の組合せと

して正しいものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ４

【経済のグローバル化と企業への課税】

こんにちは！ 本日は，経済のグローバル化が抱える課題に関して私が

学習したことを紹介します。

国連は， ア について「資産を�ないしそれ以上の国において統括

するすべての企業」と定義しています。このような企業には， イ と

呼ばれる国・地域を利用して税を逃れていると指摘されるものもありま

す。

そこで，税率の国家間競争を防ぐためにも，OECD（経済協力開発機構）

加盟国を中心とする国・地域の間で，法人税率の ウ の設定が合意さ

れました。また，巨大 IT企業に対する「デジタル課税」の導入についても

合意されました。

� ア 寡占企業 イ ヘッジファンド ウ 上 限

� ア 寡占企業 イ ヘッジファンド ウ 下 限

� ア 寡占企業 イ タックスヘイブン ウ 上 限

� ア 寡占企業 イ タックスヘイブン ウ 下 限

� ア 多国籍企業 イ ヘッジファンド ウ 上 限

	 ア 多国籍企業 イ ヘッジファンド ウ 下 限


 ア 多国籍企業 イ タックスヘイブン ウ 上 限

� ア 多国籍企業 イ タックスヘイブン ウ 下 限
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問 ５ 下線部に関連して，外貨準備が国の資産であることを知った生徒Ｙは，そ

の増減の仕組みについて関心をもった。より詳しく調べてみたところ，日本の

外貨準備は外国為替資金特別会計で管理されていることがわかった。そこでＹ

は，学んだことをもとに番組で説明するため，次のメモを作成した。メモ中の

空欄 ア ～ ウ に当てはまる語句の組合せとして最も適当なものを，

後の�～�のうちから一つ選べ。 ５

外国為替介入と外貨準備の関係について，外国為替資金特別会計の模式

図を書いてみます。ここでは説明の簡略化のため，資産には外貨準備，負

債には政府短期証券しかないものとします。また，通常の企業であれば純

資産となる箇所は，資産・負債差額となっており，ここでは一定としま

す。

模式図 外国為替資金特別会計のバランスシート

〈資産〉

外貨準備

〈負債〉

政府短期証券

〈資産・負債差額〉

政府が保有する外貨準備は，政府の外国為替介入によって増減します。

政府が主として政府短期証券を発行して介入資金を調達することから，外

国為替介入に伴う外貨準備という資産の増加と負債の ア とが対応関

係にあることもわかります。たとえば，円売り・米ドル買い介入は，政府

短期証券の残高を イ させ，過度な ウ を抑えることを目的とし

て実施されます。

� ア 増加 イ 増加 ウ 円高 � ア 増加 イ 増加 ウ 円安

� ア 増加 イ 減少 ウ 円高 � ア 増加 イ 減少 ウ 円安

� ア 減少 イ 増加 ウ 円高 � ア 減少 イ 増加 ウ 円安

	 ア 減少 イ 減少 ウ 円高 � ア 減少 イ 減少 ウ 円安
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問 ６ 生徒Ｙは，下線部について番組で説明するため，次のメモを作成した。メ

モは，企業どうしが自由に競争している市場にあるものとして，ある企業の商

品Ａの価格を下落させる要因として考えられることをまとめたものである。メ

モ中の空欄 ア ～ ウ に当てはまる語句の組合せとして最も適当なも

のを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ６

【商品Ａの原材料調達・生産・流通の流れ】

過程ａ

原材料

の調達

過程ｂ

商品Ａ
の生産

過程ｃ

商品Ａ
の流通

【商品Ａの価格を下落させる要因として各過程で考えられること】

過程ａ 原材料の ア

過程ｂ 製造工程の変更による労働生産性の イ

過程ｃ 代替品の価格の ウ

� ア 供給過多 イ 向 上 ウ 上 昇

� ア 供給過多 イ 向 上 ウ 低 下

� ア 供給過多 イ 低 下 ウ 上 昇

� ア 供給過多 イ 低 下 ウ 低 下

� ア 供給不足 イ 向 上 ウ 上 昇

� ア 供給不足 イ 向 上 ウ 低 下

	 ア 供給不足 イ 低 下 ウ 上 昇

� ア 供給不足 イ 低 下 ウ 低 下
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問 ７ 次に，生徒Ｚの活動に話題が移った。司会者Ｊが，下線部について，Ｚに

話を聞いている。次の会話文中の空欄 ア には後の人名ａかｂ，空欄

イ には後の語句ｃかｄ，空欄 ウ には後の記述ｅかｆのいずれかが

当てはまる。空欄 ア ～ ウ に当てはまるものの組合せとして最も適

当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ７

Ｊ：平和をめざした思想には，どのようなものがあるのですか。

Ｚ：たとえば，１８世紀に ア が著した『永久平和のために（永遠平和のた

めに）』があります。その本では，平和のために諸国家による連合を設立す

る必要があると説かれていて，興味深かったです。

Ｊ：連合といえば，今は国連がありますよね。もちろん，当時と今とでは国際

社会の状況が変わっているので，言葉の意味も異なるのでしょうね。

Ｚ：そうですね。また，今日国連があるからといって，平和の実現に向けた課

題が解決したわけではありません。

Ｊ：国連加盟国に対する武力攻撃が発生しても，安保理（安全保障理事会）が常

任理事国間の利害対立によって機能不全に陥り，十分な役割を果たすこと

ができないということが，先日ニュースでも取り上げられていましたよ

ね。

Ｚ：はい。安保理は， イ については九つの理事国の賛成で決定できます

が，それ以外の決定にはすべての常任理事国を含む九つの理事国の賛成が

必要です。このため，安保理は機能不全に陥ることがあります。そのよう

な場合には，たとえば， ウ 。
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ア に当てはまる人名

ａ グロティウス（グロチウス） ｂ カント

イ に当てはまる語句

ｃ 手続事項 ｄ 実質事項

ウ に当てはまる記述

ｅ 朝鮮戦争をきっかけとして採択された「平和のための結集」決議によれば，

緊急特別総会での�分の�以上の加盟国の賛成によって，総会は平和維持の

ために必要な措置をとるよう勧告することができます

ｆ 国際連合憲章によれば，加盟国は自国への武力攻撃がなくとも個別的自衛

権の行使によって，他の加盟国に対する武力攻撃を実力で阻止することがで

きます

� ア―ａ イ―ｃ ウ―ｅ

� ア―ａ イ―ｃ ウ―ｆ

� ア―ａ イ―ｄ ウ―ｅ

� ア―ａ イ―ｄ ウ―ｆ

� ア―ｂ イ―ｃ ウ―ｅ

	 ア―ｂ イ―ｃ ウ―ｆ


 ア―ｂ イ―ｄ ウ―ｅ

� ア―ｂ イ―ｄ ウ―ｆ
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問 ８ 生徒Ｚは，司会者Ｊと話を続け，下線部に話題が移った。次の会話文中の

空欄 ア ～ ウ に当てはまる語句の組合せとして正しいものを，後の

�～�のうちから一つ選べ。 ８

Ｊ：EUでは経済統合が進み，ユーロという共通通貨がありますよね。

Ｚ：はい。でも，EU加盟国であってもユーロを導入するには条件がありま

す。原則として，単年度の ア が GDPの�％以下など，条件を満た

すことが必要です。

Ｊ：それは厳しいですね。ところで，EUの加盟国間には経済格差や，難民の

受入れをめぐる意見の対立など，いろいろと課題もあるようですね。

Ｚ：はい。たとえば，２００４年に調印された欧州憲法条約（EU憲法条約）は発効

しませんでした。しかし一方で，２００９年には EUの基本的な構造を定め

る イ 条約が発効し，EUは域内の経済統合だけでなく，政治統合も

めざしています。たとえば，この条約によって ウ が創設されまし

た。EUのような，単一通貨や共通外交，共通市民権など，これまでの主

権国家の枠組みを超えた試みはとても興味深いです。

� ア 財政赤字 イ ニース ウ 欧州安定メカニズム（ESM）

� ア 財政赤字 イ ニース ウ 欧州理事会常任議長（EU大統領）

� ア 財政赤字 イ リスボン ウ 欧州安定メカニズム（ESM）

� ア 財政赤字 イ リスボン ウ 欧州理事会常任議長（EU大統領）

� ア 公的債務残高 イ ニース ウ 欧州安定メカニズム（ESM）

	 ア 公的債務残高 イ ニース ウ 欧州理事会常任議長（EU大統領）


 ア 公的債務残高 イ リスボン ウ 欧州安定メカニズム（ESM）

� ア 公的債務残高 イ リスボン ウ 欧州理事会常任議長（EU大統領）
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第２問 生徒Ｘ，生徒Ｙ，生徒Ｚは，「政治・経済」の授業で「現代の法をめぐる課

題」をテーマとして，発表することになった。話し合った結果，最初に全員で法の

役割について考えた後に，人権保障の課題，司法制度の課題，議会制度の課題とい

う三つのパートに分かれて，それぞれ関心のある事柄を深めることにした。次の

ノートは，発表の概要と担当についてまとめたものである。これに関して，後の問

い（問１～８）に答えよ。（配点 ２５）

発表テーマ：現代の法をめぐる課題

〇　はじめに
　・　法の役割について考える

〇　人権保障の課題(X　が担当)
　・　基本的人権の保障は，どのように形成されたか
　・どのようにして法の下の平等を確保すればよいか
　　－　障害者や　外国人を取り上げて考える

〇　司法制度の課題(Y　が担当)
　・　司法制度改革によって，どのように司法は変わったのか
　・司法制度の今後を考える
　　－裁判員制度や　死刑制度を取り上げて考える

〇　議会制度の課題(Z　が担当)
　・国会は，社会の変化にどのように対応しているか
　　－農業や　労働に関する法改正を取り上げて考える
　・どのようにして選挙における　投票率を高めるか

ⓑ

ⓐ

ⓒ

ⓔ

ⓕ

ⓖ
ⓗ

ⓓ
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問 １ 下線部に関連して，生徒Ｘ，生徒Ｙ，生徒Ｚは，発表の準備として，日本

の社会において，さまざまな規範が働いている事例をもち寄って，法の役割を

考えることにした。次の�～�の事例における人物Ｊ，人物Ｋ，人物Ｌ，人物

Ｍが行った行為とその結果に注目したとき，「社会秩序を維持するために国家

が設定した社会規範」としての法を，国家が直接に強制しているといえる事例

はどれか。最も適当なものを，�～�のうちから一つ選べ。 ９

� ある法律の規定によれば，消費者は，事業者から提供された情報を活用し

て，事業者と結ぶ契約の内容を理解するよう努める義務がある。ある会社と

契約を結んだＪは，契約締結時に契約の条件を十分に確認しなかった。Ｊ

は，家族からこのことを注意された。

� ある法律の規定によれば，他人の財産を盗んだ者に対しては，懲役や罰金

の刑罰が科される。傘を持たずに外出したＫは，にわか雨が降ってきたた

め，たまたま通りかかった店舗の商品である傘を持ち去った。Ｋは，後に，

傘を盗んだとして起訴され罰金刑を科された。

� ある SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を運営する事業者

の会員規約によれば，他人の名誉を傷つけ，差別発言をした会員のアカウン
ひ ぼう

トは，削除される。この SNSの会員のＬは，友人を誹謗中傷する書込みを

行った。Ｌは，後に，会員規約に従って事業者にアカウントを削除された。

� ある学校の部活動の決まりによれば，部員は指定された集合時刻の１０分

前には集合場所に集まらなければならない。この部活動の部員のＭは，指定

された集合時刻の�分前に集合場所に到着した。Ｍは，ほかの部員からこの

ことを注意された。

政治・経済

― ８９ ― （２７０２―２８９）





問 ３ 下線部に関連して，生徒Ｘは，日本における障害者の権利について生徒Ｙ

と議論している。次の会話文中の空欄 ア には後の記述ａかｂ，空欄

イ には後の記述ｃかｄのいずれかが当てはまる。空欄 ア ・

イ に当てはまるものの組合せとして最も適当なものを，後の�～�のう

ちから一つ選べ。 １１

Ｘ：障害を理由とした不利益な取扱いを禁止するだけで，障害者への平等を保

障できるかな。 ア という考え方によれば，より一層の機会を障害者

に提供していく必要があるね。

Ｙ：そうだね。それに，障害者への差別を解消するには，障害者がさまざまな

場面で感じている不自由にも対応する必要があるよ。多くの社会制度や慣

行が，障害のない者を前提にしているからね。

Ｘ：だから，障害者基本法は，それぞれの障害者が有する障害の特性に応じた

配慮をして，障害者が日常生活や社会生活を送るときに障壁となるものを

除去することを求めているよ。

Ｙ：それが合理的配慮だといわれていて，その具体例としては， イ があ

るね。合理的配慮は，すべての人が障害の有無にかかわりなく共生する社

会を作る上で大切なものといえるね。

ア に当てはまる記述

ａ すべての人々を属性によらず画一的に扱って形式的平等を確保する

ｂ 人々の間にある格差の是正を積極的に図って実質的平等を確保する

イ に当てはまる記述

ｃ 職場における構成員の多様性を確保して活力のある職場を作るために，障

害者を積極的に採用すること

ｄ 周囲の物音に敏感で気が散って集中できないという障害のある人につい

て，職場において静かな環境で作業に従事できるようにすること

� ア―ａ イ―ｃ � ア―ａ イ―ｄ

� ア―ｂ イ―ｃ � ア―ｂ イ―ｄ

政治・経済

― ９１ ― （２７０２―２９１）



問 ４ 下線部に関連して，生徒Ｘは，次の資料の最高裁判所判決（最高裁判所民

事判例集４９巻�号）を調べた。資料から読みとれる記述として最も適当なもの

を，後の�～�のうちから一つ選べ。 １２

「憲法９３条�項にいう『住民』とは，地方公共団体の区域内に住所を有す

る日本国民を意味するものと解するのが相当であ」る。「憲法９３条�項

は，我が国に在留する外国人に対して地方公共団体における選挙の権利を

保障したものとはいえないが，憲法第�章の地方自治に関する規定は，民

主主義社会における地方自治の重要性に鑑み，住民の日常生活に密接な関

連を有する公共的事務は，その地方の住民の意思に基づきその区域の地方

公共団体が処理するという政治形態を憲法上の制度として保障しようとす

る趣旨に出たものと解されるから，我が国に在留する外国人のうちでも永

住者等であってその居住する区域の地方公共団体と特段に緊密な関係を持

つに至ったと認められるものについて，…（中略）…，法律をもって，地方

公共団体の長，その議会の議員等に対する選挙権を付与する措置を講ずる

ことは，憲法上禁止されているものではないと解するのが相当である。」

� 憲法第９３条第�項にいう住民には日本に在留する外国人も含まれるの

で，地方公共団体と特段に緊密な関係にある永住者等であれば，国会は法律

で外国人に対して地方公共団体における選挙権を与えることができる。

� 憲法第９３条第�項にいう住民には日本に在留する外国人は含まれないの

で，地方公共団体と特段に緊密な関係にある永住者等であっても，国会は法

律で外国人に対して地方公共団体における選挙権を与えることができない。

� 憲法第９３条第�項にいう住民には日本に在留する外国人も含まれるが，

地方公共団体と特段に緊密な関係にある永住者等であっても，国会は法律で

外国人に対して地方公共団体における選挙権を与えることができない。

� 憲法第９３条第�項にいう住民には日本に在留する外国人は含まれない

が，地方公共団体と特段に緊密な関係にある永住者等であれば，国会は法律

で外国人に対して地方公共団体における選挙権を与えることができる。

政治・経済

― ９２ ― （２７０２―２９２）



問 ５ 生徒Ｙは，日本において下線部が推進される中で設けられたさまざまな仕

組みについて調べた。これらの仕組みに関する記述として誤っているものを，

次の�～�のうちから一つ選べ。 １３

� 法テラス（日本司法支援センター）では，司法に関する情報提供や法律相談

を受けることができる。

� 被害者参加制度では，犯罪被害者やその家族が刑事裁判に裁判員として参

加することができる。

� 一定の事件における被疑者の取調べでは，録音・録画による記録が義務づ

けられている。

� 知的財産高等裁判所では，特許権などの知的財産権（知的所有権）に関する

訴訟が専門に扱われている。

政治・経済

― ９３ ― （２７０２―２９３）



問 ６ 生徒Ｙは，下線部に関する議論を調べ，次の資料１と資料２をみつけた
（なお，資料１と資料２には表記を改めた箇所や省略した箇所がある）。資料１

と資料２の内容を踏まえつつ，日本の死刑制度に関する記述として正しいもの

を，後の記述ア～エから二つ選び，その組合せとして最も適当なものを，後の

�～�のうちから一つ選べ。 １４

資料１（最高裁判所昭和２３年大法廷判決・最高裁判所刑事判例集�巻�号）

「刑罰としての死刑そのものが，一般に直ちに憲法第３６条にいわゆる残虐な

刑罰に該当するとは考えられない。ただ死刑といえども…（中略）…その執行の

方法等がその時代と環境とにおいて人道上の見地から一般に残虐性を有するも

のと認められる場合には，もちろんこれを残虐な刑罰といわねばならぬから，

将来もし…（中略）…残虐な執行方法を定める法律が制定されたとするならば，

その法律こそは，まさに憲法第３６条に違反するものというべきである。」

資料２（団藤重光『死刑廃止論（第�版）』）

「かりに殺人の真犯人に対する死刑がいかに正義の要請だとしても，無実の

者が処刑されることは…（中略）…とうてい許すべからざる不正義であります。

また，犯罪予防論者から言えば，仮に無実の者が処刑される多少の心配があろ

うとも，死刑によって犯罪の予防ができさえすれば，それだけで十分に死刑制

度の合理性があるという議論をするかも知れませんが，いやしくも無実の者が

死刑になるという恐るべき犠牲において犯罪の予防を重視するという論者がも

しいるとすれば，私はその人の人間的なセンスを疑うものです。」

ア 資料１によれば，死刑の執行方法に残虐性があれば残虐な刑罰として禁止

されるが，死刑自体は憲法第３６条に直ちには違反しない。

イ 資料１は，死刑自体が違憲であるとする。実際，憲法によれば法の定める

手続によっても国民の生命を奪いえない。

ウ 資料２によれば，死刑による犯罪予防効果が重要であるので，無実の者が

誤って処罰されることもやむをえない。

エ 資料２は，死刑廃止の根拠として無実の者が誤って死刑とされる危険を重

視する。実際，死刑判決確定後に再審で無罪となった事件がある。

政治・経済

― ９４ ― （２７０２―２９４）



� アとイ � アとウ � アとエ

� イとウ � イとエ � ウとエ

問 ７ 下線部に関連して，生徒Ｚは，日本における労働に関する法改正とその背

景を整理した。次の記述ア～ウは，２０１０年以降に行われた労働に関する法改

正の内容である。また，後の記述ａ～ｃは，それぞれこれらの法改正の背景と

なった事情である。記述ア～ウと記述ａ～ｃとの組合せとして最も適当なもの

を，後の�～�のうちから一つ選べ。 １５

ア 労働者が子の出生後�週間以内の時期に最大	週間の長さで取得できる

（
回に分割することもできる），出生時育児休業の仕組みが導入された。

イ 期間の定めのある労働契約が所定の期間を超えて更新されたとき，労働者

の側で期間の定めのない労働契約に転換できる制度が導入された。

ウ 法定時間外労働の時間数について，使用者に対する罰則付きの上限規制が

導入された。

ａ 有期契約を締結している労働者のうち，同一の使用者の下での勤続年数が

�年を超えている労働者が約３０％となっており，約３６０万人の労働者が有

期契約を複数回にわたって更新していた。

ｂ パートタイム労働者を除いた労働者について，年間の実際の労働時間が過

去２０年ほど２，０００時間程度を維持したまま減少しておらず，過労死や過労

自殺に対する対策が求められていた。

ｃ ある権利について男性と女性とで権利行使の状況に大きな差が生じてお

り，女性が権利行使した割合が８０％を超えていたのに対して，男性が権利

行使した割合は１０％を下回っていた。

� ア―ａ イ―ｂ ウ―ｃ � ア―ａ イ―ｃ ウ―ｂ

� ア―ｂ イ―ａ ウ―ｃ � ア―ｂ イ―ｃ ウ―ａ

� ア―ｃ イ―ａ ウ―ｂ � ア―ｃ イ―ｂ ウ―ａ

政治・経済

― ９５ ― （２７０２―２９５）



問 ８ 下線部に関連して，生徒Ｙと生徒Ｚは，国政選挙の年代別投票率を調べ作

成した次の表をみながら話し合っている。後の会話文中の空欄 ア には後

の記述ａ～ｃのいずれか，空欄 イ には後の語句ｄかｅが当てはまる。空

欄 ア ・ イ に当てはまるものの組合せとして最も適当なものを，後

の�～�のうちから一つ選べ。 １６

参議院議員

通常選挙

（２０１６年）

衆議院議員

総選挙

（２０１７年）

参議院議員

通常選挙

（２０１９年）

衆議院議員

総選挙

（２０２１年）

１０代 ４５．４５％ ４１．５１％ ３２．２８％ ４３．２１％

１８歳 ５１．１７％ ５０．７４％ ３５．６２％ ５０．３６％

１９歳 ３９．６６％ ３２．３４％ ２８．８３％ ３５．９３％

２０代 ３５．６０％ ３３．８５％ ３０．９６％ ３６．５０％

３０代 ４４．２４％ ４４．７５％ ３８．７８％ ４７．１２％

４０代 ５２．６４％ ５３．５２％ ４５．９９％ ５５．５６％

５０代 ６３．２５％ ６３．３２％ ５５．４３％ ６２．９６％

６０代 ７０．０７％ ７２．０４％ ６３．５８％ ７１．４３％

７０代以上 ６０．９８％ ６０．９４％ ５６．３１％ ６１．９６％

（出所） 総務省Webページにより作成。

政治・経済

― ９６ ― （２７０２―２９６）



Ｚ：表は，選挙権が１８歳以上に拡大した後の�回の国政選挙の投票率をまと

めたものだよ。

Ｙ：表をみると ア 。興味深いね。

Ｚ：主権者としての政治参加のあり方を学校で学んだ直後だからかな。若者の

選挙への関心を高めるにはどうすればいいのかな。

Ｙ：そういえば，２０１３年の公職選挙法の改正でインターネットを利用した

イ が認められていたね。その影響を調べてみようよ。

ア に当てはまる記述

ａ すべての国政選挙で，２０代から６０代までの投票率は，年代が上がるにつ

れて高くなっているね。また，すべての国政選挙で，１８歳の投票率は２０代

の投票率を上回っているね

ｂ すべての国政選挙で，６０代の投票率が２０代の投票率の�倍以上になって

いるね。また，すべての国政選挙で，１０代の投票率は２０代の投票率を上

回っているね

ｃ すべての国政選挙で，２０代から６０代までの投票率は，年代が上がるにつ

れて高くなっているね。また，すべての国政選挙で，１９歳の投票率は２０代

の投票率を上回っているね

イ に当てはまる語句

ｄ 選挙運動

ｅ 投 票

� ア―ａ イ―ｄ

� ア―ａ イ―ｅ

� ア―ｂ イ―ｄ

� ア―ｂ イ―ｅ

� ア―ｃ イ―ｄ

	 ア―ｃ イ―ｅ

政治・経済

― ９７ ― （２７０２―２９７）



第３問 次のノートは，生徒Ｘが，生徒Ｙと一緒に「政治・経済」の授業を振り返り

ながら，学習したことをまとめたものの一部である。これに関して，後の問い（問

１～８）に答えよ。（配点 ２５）

〇ある国の経済が発展する過程で，企業が政府の政策的な支援を受ける

ことがある。

〇政府の財政基盤は，個人や法人の所得に課される税金，財・サービスな

どを購入した場合に課される税金，貿易に課される税金，公債金など

である。政府はそれらを使って，経済活動の活性化や個人間・地域間の

経済格差の是正に努めている。

〇公共財や公共サービスを供給することも，政府の重要な活動である。

問 １ 下線部に関連して，生徒Ｘは，ある経済学者の学説について調べて，次の

メモを作成した。メモ中の空欄 ア ・ イ に当てはまる人名と語句と

の組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 １７

発展途上国が経済成長を実現するには，経済学者 ア の著書『経済

学の国民的体系』の中の主張の一つである イ といった政策も必要で

はないか。

� ア リスト イ 幼稚産業の保護

� ア リスト イ イノベーションの促進

� ア シュンペーター イ 幼稚産業の保護

� ア シュンペーター イ イノベーションの促進

政治・経済

― ９８ ― （２７０２―２９８）



問 ２ 下線部に関連して，生徒Ｙは，日本の農業の動向が気になり，日本の農業

について学習を進めた。日本の農業の現状あるいは農業政策の現状に関する次

の記述ａ～ｃのうち，正しいものはどれか。当てはまるものをすべて選び，そ

の組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 １８

ａ 農地が荒廃し，耕作放棄地が増加している。この対策の一つとして，農作

物の生産拡大を図るため，２０００年以降，食糧管理制度の導入により米以外

の作物の生産が奨励され，農業所得の拡大が図られている。

ｂ 農業就業者の後継者不足と高齢化の深刻さが増している。この対策の一つ

として，若い後継者を確保するためにも，農作物のブランド化や生産・加

工・販売までの一体化による高付加価値化が進められている。

ｃ 食料自給率の低迷や食品の偽装表示などにより，食料の確保と安全が脅か

されている。この対策の一つとして，食料安全保障の観点から，農産物の関

税撤廃により海外農産物の輸入制限の強化が図られている。

� ａ � ｂ � ｃ

� ａとｂ � ａとｃ � ｂとｃ

� ａとｂとｃ

政治・経済
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問 ３ 下線部に関連して，生徒Ｘと生徒Ｙは，授業で配付された次の図を参考に

しながら，国の一般会計と地方財政の関係について話をしている。後の会話文

中の下線部�～�のうち正しいものはどれか。当てはまるものを二つ選び，そ

の組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 １９

国の一般会計と地方財政の関係
[令和３(2021)年度当初予算，単位：兆円]

公債金
43.6

国債費
23.8

その他の歳出
66.9

8.349.1

(

歳
入)

(

歳
出)

国
の
一
般
会
計

国　　　　税
その他地方交付税対象税目

地方交付税
交付金
15.9

2.2＊

2.2＊

(

歳
入)

(

歳
出)

交
付
税
及
び

譲
与
税
配
付
金

特
別
会
計

地方交付税
17.4

地方交付税
17.4

一般会計
より受入れ
15.9

地方債
11.2

国庫支出金
14.8

地方税
38.3

公債費等
13.3

その他 3.5

その他

給与関係経費
20.2

一般行政経費
40.9

投資的
経費
11.9

(

歳
入)

(

歳
出)

地
方
財
政
計
画

5.9

その他

5.6

その他
0.1

その他
3.8

（注） 地方財政計画とは，地方自治体の歳入歳出総額の見込額であり，地方財政の規模を全体

としてとらえたものである。また，図中の＊は，地方譲与税と地方特例交付金である。

（出所） 総務省Webページにより作成。
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Ｘ：国と地方の財政が関連しているとは思わなかったよ。税金も国税と地方税

に分かれているしね。それにしても，国の一般会計の歳入や歳出では，公

債金や国債費の額も大きいね。

Ｙ：公債金については，赤字国債が大きいのが原因だよね。�赤字国債は，

公共事業の財源に限定されて発行されるんだよ。地方財政なら地方債があ

るけど，地方財政の歳入は地方税が一番大きいね。

Ｘ：�地方財政の歳入の一般財源は，歳入総額の半分以上になっているよ。

私たちが納める税金は，地方税より国税の方が多いね。

Ｙ：国税は，地方交付税の財源となるものと，ならないものに分かれている

ね。それに，�国税のうち地方交付税として配分する地方交付税対象税

目は，その半分以上が地方交付税として地方へ配分されているんだね。

Ｘ：地方交付税は，交付税及び譲与税配付金特別会計を経由して地方財政に

入ってくるね。この特別会計で地方交付税の金額が増えているよ。

Ｙ：地方交付税は，地方自治体にとっては貴重な財源だね。�地方債は，返

済義務があるけれども重要な財源となっているね。

� 下線部�と下線部� � 下線部�と下線部�

� 下線部�と下線部� � 下線部�と下線部�

� 下線部�と下線部� � 下線部�と下線部�

問 ４ 下線部に関連して，生徒Ｘは，海外で模造（コピー）された日本のアニメ作

品のキャラクター商品に対する国内販売差止めのニュースに関心をもち，関連

する多角的貿易交渉（ラウンド）について調べた。知的財産権の保護が主な交渉

内容となり，またWTO（世界貿易機関）の設立が合意されたラウンドの名称と

して正しいものを，次の�～�のうちから一つ選べ。 ２０

� ドーハ・ラウンド � 東京ラウンド

� ウルグアイ・ラウンド � ケネディ・ラウンド
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問 ５ 下線部に関連して，生徒Ｙは，授業で紹介された次の資料をもとに，社会

保障の費用とその財源について学んだ。また，授業では，政府が基礎的財政収

支（プライマリーバランス）の黒字化を目標にしていることも言及された。国の

一般会計予算における社会保障の費用の増加額について資料から読みとれる内

容として正しいものを後の記述アかイ，基礎的財政収支の黒字の状態を示した

図として正しいものを後の図 aか図 bから選び，その組合せとして最も適当

なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ２１

国の一般会計予算の比較（単位：兆円）

歳 入
租税及び印紙収入

公債金 その他
消費税 所得税等

平成�（１９９０）年度 ５．３ ５１．１ ５．６ ４．３

令和�（２０２０）年度 ２１．７ ４１．８ ３２．６ ６．６

歳 出 国債費
地方交付税

交付金等
社会保障

公共事業，

教育，防衛など

平成�（１９９０）年度 １４．３ １５．３ １１．６ ２５．１

令和�（２０２０）年度 ２３．４ １５．８ ３５．９ ２７．６

資料

（出所） 財務省Webページにより作成。

ア 社会保障の費用の増加額は，消費税の増加額よりも大きい。

イ 社会保障の費用の増加額は，消費税の増加額よりも小さい。
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図 b

歳入 歳出

公債金 債務償還費

利払費

税収等 政策的経費

図 a

歳入 歳出

公債金

債務償還費

利払費

政策的経費
税収等

（注） 図 a，図 bともに，政策的経費とは，社会保障や公共事業をはじめさ
まざまな行政サービスを提供するための経費などである。

� アと図 a

� アと図 b

� イと図 a

� イと図 b

政治・経済

―１０３― （２７０２―３０３）



問 ６ 下線部に関連して，生徒Ｙは，日本における個人の経済格差について学習

を進めた。経済格差に関する次の記述ア～ウのうち，正しいものはどれか。当

てはまるものをすべて選び，その組合せとして最も適当なものを，後の�～�

のうちから一つ選べ。 ２２

ア ジニ係数が上昇した場合，所得格差が拡大したといえる。

イ 相続税の累進性を強化することにより，資産を多く相続する者の税負担が

軽減される。

ウ 公的扶助には，所得再分配機能がある。

� ア

� イ

� ウ

� アとイ

� アとウ

� イとウ

� アとイとウ
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問 ７ 下線部について，生徒Ｘは，社会環境が変われば公共財の状態も変化する

のではないかと考え，次の事例ア～ウを想定した。これらの事例のうち，公共

財としての公園が非排除性と非競合性の両方の性質を保つことができている事

例として正しいものはどれか。当てはまるものをすべて選び，その組合せとし

て最も適当なものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ２３

ア 地方自治体が管理し市民が無料で利用していた公園の近くに，企業がテー

マパークを作った。それ以降，公園は地方自治体が管理しつつ誰も利用しな

い状態になった。

イ 地方自治体が管理し市民が無料で利用していた公園を，企業が社会貢献の

一環として管理する状況になった。それ以降，地方自治体が管理していた時

と同じ利用方法のままで企業の管理が続いた。

ウ 地方自治体が管理する公園を市民に無料で開放していたが，多くの人が利

用して公園内に荒れ地が目立つようになった。それ以降，地方自治体が公園

への入場料金を徴収し管理するようになった。

� ア

� イ

� ウ

� アとイ

� アとウ

� イとウ

� アとイとウ
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問 ８ 下線部に関連して，生徒Ｘと生徒Ｙは，多様化する行政へのニーズに対応

するため，企業と同様に行政もリストラクチャリング（事業の再構築）が必要と

考え，地方自治体のアウトソーシング（業務の外部委託）の例を示そうとした。

地方自治体が新たにアウトソーシングをしたと考えられる例として最も適当な

ものを，次の�～�のうちから一つ選べ。 ２４

� 地域経済の活性化のため，地方自治体が企業に雇用拡大の要請を行ってい

た。それに関連して，地方自治体が採用意欲のある企業の人事担当者に出席

を求めて求職者相談会を催した。

� 自然環境整備のため，地方自治体が地元企業と協力して植林事業を行って

いた。それに関連して，間伐材を活用した地場産業の新商品の開発を行う部

署を地方自治体内に新設した。

� 住環境整備のため，地方自治体が特定地域にマンションを建設する事業者

に助成金を出していた。それに関連して，他の地域のマンションの建設にも

助成金を出すことになった。

� 国際化の推進のため，地方自治体が国際交流センターを建設し自治体の職

員が管理していた。それに関連して，公共施設運営の効率化に向けて同セン

ターの管理を民間企業が請け負うことになった。
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第４問 生徒Ｘと生徒Ｙは，「ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕

事）の日本での実現」について探究を行い，クラスで発表することとなった。ＸとＹ

は，調査発表計画を話し合い，その手順を次のようにノートにまとめた。これに関

して，後の問い（問１～６）に答えよ。（配点 ２４）

雇用と労働をめぐる問題

探究のポイント
1．厳しい経済情勢の下での労働者の現状について調べる
2．働きがいのある人間らしい仕事の実現のための方策を考える

Ⅱ．情報の収集
〇国際機関の宣言や文書
◇ディーセント・ワークは

ILO(国際労働機関)が推進
◇国連の　SDGs(持続可能な
開発目標)でも言及

〇政府および民間組織の統計資
料や報告書
◇日本の労働者の　賃金，
　消費，働き方などの現
状把握

Ⅰ．課題の設定
〇ディーセント・ワークとは
◇さまざまな要素を包含
(例)生活に困らない収入の保
障，　仕事と家庭生活と
の両立，働く上での権利
の確保など

〇実現にあたりどのような課題
があり，どのような取組みが
なされているか？

Ⅳ．まとめと発表
〇 ディーセント・ワークの日
本での実現に関する発表
◇日本の労働者の現状の紹介
と，企業や国による取組み
についての調査の報告
◇労働者の権利実現のための
制度をさらに充実させてい
く方策の提案

Ⅲ．課題の探究
〇日本の労働者の現状の分析
◇Ⅱの情報に基づく分析
〇ディーセント・ワークの日本
での実現のための企業や国の
取組み
◇　企業による労働環境の改
善
◇　国による法制度の整備

※必要に応じてⅡとⅢを繰り返す

ⓑ

ⓐ

ⓒ

ⓓ

ⓔ

ⓕ
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問 １ 下線部に関連して，生徒Ｘは，ディーセント・ワークの実現のための一つ

の視点として，消費の面から家庭生活について考えることにした。Ｘは，余暇

時間と労働から得られる所得とが消費行動に与える影響について，身近な映画

館のケースを需要の価格弾力性の分析に当てはめて考え，次のメモを作成し

た。メモ中の図は異なる二本の需要曲線（D１と D２）を描いたものである。メモ

中の空欄 ア ～ ウ に当てはまる記号と語句との組合せとして正しい

ものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ２５

D　1

D　2

O

価格

数量

図中の D１と D２を比較すると，需要の価

格弾力性が高いのは ア である。なぜな

ら，同じ価格の下での価格の変化に対する数

量（需要量）の変化がもう一方と比較して

イ からである。

D１と D２を異なる集団の人たちの需要曲

線と考えてみる。たとえば，高校生と社会人

という異なる二つの集団の需要曲線がそれぞれ D１と D２のいずれかとする。

高校生は，社会人に比べて自由に使えるお金が少なく，自由に使える時間が多

いと仮定する。映画館の料金では，学生割引が設定されている場合がある。映画

館は高校生の需要曲線が ウ であると想定し，入館者と収益の増加を期待し

ていると考えることができる。

� ア― D１ イ―大きい ウ― D１ � ア― D１ イ―大きい ウ― D２

� ア― D１ イ―小さい ウ― D１ � ア― D１ イ―小さい ウ― D２

� ア― D２ イ―大きい ウ― D１ � ア― D２ イ―大きい ウ― D２

	 ア― D２ イ―小さい ウ― D１ � ア― D２ イ―小さい ウ― D２
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問 ２ 下線部に関連して，生徒Ｘと生徒Ｙは，労働者の生活の基盤として賃金と

労働時間の果たす役割が重要だと考えた。そこで，日本，アメリカ，ドイツの

名目賃金，実質賃金，年間総実労働時間について調べ，次の図１～３を作成し

た。なお，名目賃金とは各国通貨単位の賃金総額を被雇用者数で割って算出さ

れた値であり，実質賃金とは名目賃金を消費者物価指数で割って算出された値

である。図１～３から読みとれる内容をまとめた後のメモ中の空欄 ア ～

ウ に当てはまる語句の組合せとして最も適当なものを，後の�～�のう

ちから一つ選べ。

80
90
100
110
120
130
140
150
160
170
180

2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018

日本ドイツ

アメリカ

(年)

２６

図１ 名目賃金指数の国際比較

（注） 名目賃金指数は，２０００年の名目賃金を１００とする指数で表したものである。

図２ 実質賃金指数の国際比較

90

125

2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018
日本

ドイツ

アメリカ

95

100

105

110

115

120

(年)

（注） 実質賃金指数は，２０００年の実質賃金を１００とする指数で表したものである。
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図３ 労働者一人当たり年間総実労働時間の国際比較

1,300

1,900

2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018

日本

ドイツ

アメリカ

1,400

1,500

1,600

1,700

1,800

(年)

(時間)

（出所） 図１～３はいずれも OECD Webページにより作成。

メモ

図１をみると，名目賃金指数は，日本が総じて横ばいであるのに対して，アメ

リカとドイツは上昇傾向になっていることがわかる。次に図３をみると，年間総

実労働時間はいずれの国も ア 傾向になっていることから，単位時間あたり

の名目賃金は，すべての国で イ したことがわかる。また，図１と図２か

ら，名目賃金指数と実質賃金指数の動きを比較してみると，日本では実質賃金指

数も総じて横ばいであることから，物価が大きく変動していないことがわかる。

一方で，アメリカとドイツの両指数をみると，物価は ウ していたことがわ

かる。

� ア 増 加 イ 上 昇 ウ 上 昇

� ア 増 加 イ 上 昇 ウ 低 下

� ア 増 加 イ 低 下 ウ 上 昇

� ア 増 加 イ 低 下 ウ 低 下

� ア 減 少 イ 上 昇 ウ 上 昇

� ア 減 少 イ 上 昇 ウ 低 下

� ア 減 少 イ 低 下 ウ 上 昇

	 ア 減 少 イ 低 下 ウ 低 下
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問 ３ 下線部に関連して，生徒Ｙは，所得と消費の関係に注目し，この関係につ

いて整理するために，家計に関する政府統計のデータを調べた。その際に，可

処分所得の増加に伴って平均消費性向が低下する傾向にあることを知った。Ｙ

は，この傾向と所得格差が消費にどのような影響を与えるかについて考察する

ために，次の表のようなモデルケースを考え，後のメモを作成した。メモ中の

空欄 ア には後の記述ａかｂ，空欄 イ には後の記述ｃ～ｅのいずれ

かが当てはまる。空欄 ア ・ イ に当てはまるものの組合せとして正

しいものを，後の�～�のうちから一つ選べ。 ２７

表

個人� 個人� 個人� 個人� 個人� 合 計

ケース

Ａ
可処分所得（万円／月） ５０ ５０ ５０ ５０ ５０ ２５０

平均消費性向 ０．７ ０．７ ０．７ ０．７ ０．７

ケース

Ｂ
可処分所得（万円／月） ２０ ４０ ５０ ６０ ８０ ２５０

平均消費性向 ０．９ ０．８ ０．７ ０．６ ０．５

メモ

〇消費支出は，可処分所得から行われる。各個人の直接税や社会保険料といった

支出は消費支出に ア 。

〇可処分所得に占める消費支出の割合を平均消費性向という。�人の可処分所得

がすべて等しい場合（ケースＡ）と，異なる場合（ケースＢ）とを比較する。それ

ぞれのケースの消費支出は，表の可処分所得と平均消費性向から算出され，そ

の合計額は イ 。

ア に当てはまる記述

ａ 含まれる

ｂ 含まれない
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イ に当てはまる記述

ｃ ケースＡの方がケースＢよりも大きい
ｄ ケースＡの方がケースＢよりも小さい
ｅ ケースＡとケースＢで等しい

� ア―ａ イ―ｃ � ア―ａ イ―ｄ � ア―ａ イ―ｅ
� ア―ｂ イ―ｃ � ア―ｂ イ―ｄ � ア―ｂ イ―ｅ

問 ４ 下線部について，生徒Ｘと生徒Ｙは，ある企業の人事担当者に聞き取り調
査を行い，その結果を次のメモにまとめた。後の語句ａ～ｃのうち，メモの内
容から読みとれる，この企業が取り入れている仕組みとして正しいものはどれ

か。当てはまるものをすべて選び，その組合せとして最も適当なものを，後の

�～�のうちから一つ選べ。 ２８

労働環境改善の取組みに関する聞き取

り調査 ２０２２年	月２３日

１．育児や介護などを行う従業員を対

象に在宅勤務制度を導入

・Web会議システムを活用

・専用のソフトウェアを利用して勤

務状況を記録

２．残業体質からの脱却と休み方の改

善

・残業時間に上限を設定

・朝食を無料提供し朝型勤務を促進

・有給休暇の積極的な取得を推奨

３．従業員が出社と退社の時刻を一定

の時間帯の中で自由に決められるよ

うにする制度を導入

・さらにコアタイム（必ず出勤して

いなければならない時間帯）を縮

小

４．従業員の意識向上のための取組み

・ハラスメント防止講習の実施

・従業員の相談窓口の設置

５．労働環境改善の制度を提案するプ

ロジェクトチームを組織

ａ フレックスタイム制

ｂ テレワーク

ｃ 高度プロフェッショナル制度

� ａ � ｂ � ｃ
� ａとｂ � ａとｃ � ｂとｃ � ａとｂとｃ
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問 ５ 下線部に関連して，生徒Ｘは，国による法整備について調べる中で，さま

ざまな社会問題に対応するために，私法の基本原則に対して，例外が設けられ

たり修正が加えられたりしている例に気づいた。次の記述ア～ウは，それぞれ

大気汚染防止法，土地収用法，労働基準法のいずれかの条文である（なお，一

部表記を改めた箇所や省略した箇所がある）。これらの条文は，後の記述ａ～

ｃのいずれかの私法の基本原則の例外や修正となる内容を含んでいる。記述

ア～ウと記述ａ～ｃとの組合せとして最も適当なものを，後の�～�のうちか

ら一つ選べ。 ２９

ア この法律で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は，その部分

については無効とする。この場合において，無効となった部分は，この法律

で定める基準による。

イ 公共の利益となる事業の用に供するため土地を必要とする場合において，

その土地を当該事業の用に供することが土地の利用上適正かつ合理的である

ときは，この法律の定めるところにより，これを収用し，または使用するこ

とができる。

ウ 工場または事業場における事業活動に伴う健康被害物質の大気中への排出

により，人の生命または身体を害したときは，当該排出に係る事業者は，こ

れによって生じた損害を賠償する責めに任ずる。

ａ 私人間の権利義務関係は，私人が合意により自由に決定し規律できるとい

う原則

ｂ 故意または過失により，他人に損害を与えた場合にのみ責任を負うという

原則

ｃ 自身の所有する物について，自由に使用したり，そこから利益を得たり，

処分したりすることができるという原則

� ア―ａ イ―ｂ ウ―ｃ � ア―ａ イ―ｃ ウ―ｂ

� ア―ｂ イ―ａ ウ―ｃ � ア―ｂ イ―ｃ ウ―ａ

� ア―ｃ イ―ａ ウ―ｂ � ア―ｃ イ―ｂ ウ―ａ
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問 ６ 下線部について，次の発表原稿は生徒Ｘと生徒Ｙがクラスで発表する内容

の一部であり，後の図は発表で使用するものである。発表原稿中の空欄

ア ～ ウ に当てはまるものとして正しいものを，それぞれ図中の

ａ～ｃから一つずつ選び，その組合せとして正しいものを，後の�～�のうち

から一つ選べ。 ３０

ここまでの発表では，日本の労働者の賃金や消費，働き方の現状を紹介してき

ました。そして，現状の改善のための政府や企業による取組みについて，私たち

が調査したことを報告しました。国や企業の側による取組みだけでなく，労働者

の側が自ら権利実現のために制度を活用することも重要です。

労働者の権利実現に従来から大きな役割を果たしてきた組織として，労働組合

があります。図中の ア は，労働組合の組織率を表したものです。労働組合

は，労働条件の改善や賃金の引上げなどを求めて企業と交渉を行い，交渉がまと

まらないときにはストライキを行うこともあります。

こうした労働組合と企業との間に生じる労働争議は，集団的労働関係紛争とも

呼ばれます。それに対して，労働者個々人と企業との間の紛争は，個別的労働関

係紛争と呼ばれます。そのような紛争を解決する機関の一つとして裁判所があり

ます。裁判所では，民事訴訟や労働審判によって，個別的労働関係紛争を扱って

います。図中の イ は労働関係の民事訴訟の件数の推移， ウ は労働審

判の件数の推移を表しています。とくに，リーマン・ショック後の時期に，これ

らの件数が急増しています。この理由としては，経済情勢の悪化だけでなく，労

働者の権利意識の向上や職場の雇用形態の多様化が指摘されることがあります。

これら以外にも紛争解決のためのさまざまな制度が作られています。たとえ
あつせん

ば，行政の機関による相談や斡旋などの制度があります。

以上のような多様な制度をさらに利用しやすくしていくことが，ディーセン

ト・ワークの実現につながるのではないかと思います。

発表原稿
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（注） 図中のａの２００６年の値は�月～１２月のものである。労働組合の組織率
は推定組織率（雇用者数に占める労働組合員数の割合），労働関係の民事訴

訟や労働審判の件数は地方裁判所での新受件数（その年に新たに受け付けた

件数）である。

（出所） 独立行政法人労働政策研究・研修機構Webページにより作成。

� ア―ａ イ―ｂ ウ―ｃ � ア―ａ イ―ｃ ウ―ｂ

� ア―ｂ イ―ａ ウ―ｃ � ア―ｂ イ―ｃ ウ―ａ
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